
函館市保育所等業務効率化推進事業費補助金交付要綱  

 

 （趣旨）  

第１条  この要綱は，函館市保育所等業務効率化推進事業費補助金（以

下「補助金」という。）の交付に関し，函館市補助金等交付規則（昭

和６２年函館市規則第４３号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか，必要な事項を定めるものとする。  

 （目的）  

第２条  補助金の交付は，市内の保育所および幼保連携型認定こども園

（以下「保育所等」と総称する。）において，保育士の業務負担の軽

減に資する機能を有する保育業務支援システムの導入によるＩＣＴ化

に要する費用の一部を補助することにより，保育士の業務負担の軽減

および保育の質の向上を図り，もってすべての子どもを安心して育て

ることができる環境の整備を行うことを目的とする。  

 （補助対象経費）  

第３条  補助金の交付の対象とする経費は，保育所等が保育士の業務負

担を軽減するため，以下の各号に掲げる全ての機能を有するシステム

を導入するために要した初期費用（システムの導入に必要な端末の購

入費用やインターネット環境の整備等を含む。） のうち市長が適当と

認める経費とする。なお，システムの導入に当たっては，これらの機

能に加え，保護者が負担する利用料金の請求に関する機能や職員の勤

務シフトの作成機能など，保育士の業務負担の軽減に資する他の機能

を付与することができるものとする。  

(1) 保育に関する計画・記録に関する機能  

(2) 園児の登園および降園の管理に関する機能  

(3) 保護者との連絡に関する機能  

（補助対象事業の要件等）  

第４条  補助対象事業は，当該年度内に導入を完了し，かつ，支払いを

完了する事業とし，前年度以前に本補助金を受けた施設は補助対象外

とする。  



（補助金の額）  

第５条  補助金の額は，第３条に定める経費の４分の３（千円未満の端

数があるときは，これを切り捨てる。）とし，保育所等１箇所あたり

７５万円を上限とする。  

（補助金の交付申請に係る添付書類）  

第６条  補助金の交付を受けようとする者は，市長が定める期間内に，

申請書を提出しなければならない。  

２  補助金の交付申請に係る添付書類は規則第７条に定めるものほか，

次に掲げるものとする。  

 (1) 保育業務支援システム等導入実施計画書（別記第１号様式）  

 (2) 第３条第１号に定める経費の見積書  

 (3) 第３条第１号に定める経費の見積書の内訳明細書  

 (4) 保 育 業 務支 援 シ ス テム が 有 す る 機能 に つ い て， 詳 細 に 確 認で き    

る資料  

 （実績報告）  

第７条  補助対象者は，補助事業が完了したときは，速やかに 実績報告

書を提出しなければならない。  

２  補助事業の実績報告に係る添付書類は規則第17条に定めるものほか，

次に掲げるものとする。  

 (1) 導入された保育業務支援システムの仕様が確認できる資料  

 (2) 納品書  

（維持管理）  

第８条  補助対象者は，保育業務支援システムの導入を完了した日から

少なくとも５年間は，当該保育業務支援システムを適切に維持管理し

なければならない。  

（交付の条件）  

第９条  補助事業により取得し，又は効用の増加した不動産およびその

従物ならびに補助事業により取得し，または効用の増加した価格が単

価５０万円以上の機械，器具およびその他の財産については，補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（以下 「適化法施行



令」という。）第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別

に定める期間を経過するまで，市長の承認を受けないで，この補助金

の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，担保に供

し，または廃棄してはならない。  

２  市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった 場合に

は，その収入の全部または一部を市に納付させることができる。  

３  補助事業により取得し，または効用の増加した財産については，補

助事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するととも

に，その効率的な運営を図らなければならない。  

（仕入控除税額の報告等）  

第 10条  補助事業完了後に，消費税および地方消費税の申告により補助

金に係 る 消 費 税 およ び 地 方 消 費 税 に か か る仕 入 控 除 税 額 が 確定 し た

場 合 （ 仕 入 控除 税 額０ 円 の場 合 も含 む， ） は， 別 記 第２ 号 様式 の 報

告書により，速やかに市長に報告しなければならない。また，報告が

あった結果，補助金に係る仕入控除税額があることを確定した場合に

は，当該仕入控除税額を市に納付しなければならない。  

 （補則）  

第 11条  この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。  

   附  則  

 この要綱は，平成２８年７月１３日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，令和２年４月１日から施行する。  

附  則  

 この要綱は，令和４年４月１日から施行する。  

 



別記第１号様式（第６条関係）  

 

保育業務支援システム等導入実施計画書  

 

                       年   月   日   

 

函館市長  様  

 

             所在地  

              

         申請者  施設の名称             

 

             代表者氏名              

 

施設名   

住所  〒   - 

函館市  

電話（   ）  

  - 

保 育 業 務 支 援

シ ス テ ム 等 の

導 入 に 要 す る

費用  

 

 

                    円  

※内訳等については別添見積書のとおり  

シ ス テ ム 等 を

販 売 す る 事 業

者 か ら の 支 援

体制  

 

  

  

  

 

 



別記第２号様式（第 10条関係）  

年   月   日  

 

 函館市長          様  

 

                  住所      

            補助事業者  法人名      

                  代表者名           

 

    年度消費税および地方消費税に係る仕入控除税額報告書  

 

     年   月   日函   指令交付決定を受けた     年度函

館市保育所等業務効率化推進事業費補助金に係る消費税および地方消費

税に係る仕入控除税額については，次のとおり報告します。  

 

１  施設の種類および名称  

 

２  補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号）第１５条の規定による確定額または事業実績報告による

精算額  

金               円  

 

３  消費税および地方消費税の申告により確定した消費税および地方消

費税に係る仕入控除税額（要補助金等返還相当額）  

金               円  

 

４  添付書類  

  ３の消費税および地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳を確認

するための書類（確定申告書の写し，課税売上割合等が把握できる資

料，特定収入の割合を確認できる資料）  


